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編集後記 平成15年に地方分権推進会議が「三位一体の改革についての意見」を出して、負担金だった
公立保育所予算などが地方交付税化され、地方自治体の裁量のもと支出されることになった
結果、サービスごとの地方の支出額がわかりにくくなった。一方、これから消費税率を上げ
た部分の税収はすべて社会保障の充実のためにつかわれることになっているから、増収財源
を国と地方でどう配分するかは、どのように国と地方で社会保障の役割分担をしているかに
かかってくる。国と地方の関係は、権厳の違いだけでなく財源にも影響をうけるようになる。
本特集は時代的要請を先取りして、先進諸国の社会保障における国と地方の関係を歴史的な
背景も踏まえながら教えてくれている。	 （Y.K）
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